
投資信託協
会

民間
団体
型（公
益法
人）

金融
庁

昭和
32年

会員の営む
投資信託業
等又は会員
の行う受益証
券等の売買
に関する苦
情（投信法53
条1項）

苦情処理、相
談

協会職員 質問関係：32
件 
苦情・相談関
係：31件

即答ないし数
日程度

ＨＰ上に半期
毎にまとめた
件数を１年半
分公表

協会予算 無料

信託協会・信
託相談所

民間
団体
型（公
益法
人）

金融
庁

昭和
50年

信託協会に
加盟する信
託銀行、都市
銀行及び地
方銀行の信
託業務、併営
業務及び銀
行業務につ
いての照会・
相談、要望・
苦情

紛争処理は、
東京の３弁護
士仲裁センタ
ーと提携し利
用可能として
いる

協会職員 照会・相談
548件 
要望・苦情23
件

Ｎ．Ａ． リーフレット,
ホームペー
ジ,機関誌等

協会予算 照会・
相談、
苦情：
無料紛
争処
理：申
立手数
料・期
日手数
料は原
則無
料、成
立手数
料のみ
申立人
負担
（通常、
折半）

前払式証票
発行協会

民間
団体
型（公
益法
人）

金融
庁・総
務省・
経済
産業
省（共
管）

平成6
年

会員の行う前
払式証票の
発行に係る
業務に対す
る苦情の解
決

苦情処理、相
談

協会職員 320件（平成
12年7月～13
年6月）

Ｎ．Ａ． 受理件数を
公表（事業報
告）

協会予算 無料

郵政審議会
（旧簡易生命
保険審査会）

行政
型（総
務省

総務
省

平成
13年
（旧簡

簡易生命保
険の契約上
の権利義務

書面審理 総務大臣が
任命する委
員(30名以

38件 Ｎ．Ａ． 裁決数を公
表

政府予算 無料
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設置
法）

保審
査会
は昭
和24
年）

に関する国と
保険契約者、
保険金受取
人又は年金
受取人との
紛争

内）学識経験
者等

防災製品ＰＬ
センター

民間
団体
型（公
益法
人内
に設
置）

総務
省

平成7
年

防災製品に
係る相談、苦
情及び紛争

照会、斡旋、
調停

専従相談員１
人、非常勤相
談員13人、紛
争処理委員
会（防災製品
専門家、学識
経験者、弁護
士、消費者代
表などで構
成）

４７件 Ｎ．Ａ． パンフレット、
機関誌、ＨＰ
等

関係団体か
らの負担金
収入

無料
（外部
機関に
よる原
因究明
が必要
な場合
は実費
負担）

電気通信事
業紛争処理
委員会

行政
型（電
気通
信事
業法）

総務
省

平成
13年

電気通信事
業者間の接
続等に関す
る紛争

斡旋、仲裁 委員（５名）は
国会の同意
を得て総務
大臣が任命
（他に特別委
員を総務大
臣が任命）。
仲裁は３名

６件（うち２件
解決。平成13
年11月30日
～平成14年2
月15日）

Ｎ．Ａ． ＨＰ、マニュア
ル配布等

政府予算 無料

公害等調整
委員会

行政
型（公
害等
調整
委員
会設
置法）

総務
省

昭和
47年

公害に係る
被害につい
ての民事上
の紛争

あつせん、調
停、仲裁、裁
定（責任裁
定、原因裁
定）

委員長及び
委員（6名）
は、国会の同
意を得て内
閣総理大臣
が任命。あつ
せんは3名以
内のあつせ
ん委員、調
停、仲裁は3
名からなる委
員会、裁定は

4件（13件係
属、うち6件
終結）（累計
743件）

Ｎ．Ａ． 調停案は一
定の要件の
もとに公表可
能。年次報
告、HP等

政府予算（委
員手当、手続
費用の一部）

調停、
仲裁、
裁定
は、有
料（求
める価
額に応
じた申
請手数
料）
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3又は5名か
らなる委員会
（仲裁、裁定
のうち1名は
弁護士有資
格者）

都道府県公
害審査会

行政
型（公
害紛
争処
理法）

総務
省

昭和
45年

公害に係る
被害につい
ての民事上
の紛争

あっせん、調
停、仲裁

委員（9～15
名）は、都道
府県知事が
議会の同意
を得て任命。
審査会を置
かない都道
府県では、知
事は毎年、公
害審査委員
候補者（9～
15名）を委嘱
し、委員候補
者名簿を作
成。あつせん
は3名以内の
あつせん委
員、調停、仲
裁は3名から
なる委員会
（仲裁のうち1
名は弁護士
有資格者）

31件（84件係
属、うち35件
終結）（累計
924件）

15．8ヶ月 調停案は一
定の要件の
もとに公表可
能。年次報
告、HP等

都道府県予
算

調停、
仲裁
は、有
料（求
める価
額に応
じた申
請手数
料）

法務省・人権
擁護機関

行政
型（法
務省
人権
擁護
局及
びそ

法務
省

昭和
23年

人権侵害一
般

相談、勧告・
説示等の処
理、人権擁護
委員から選
任された人権
調整専門委
員による斡旋

法務省職員
及び人権擁
護委員（人権
調整専門委
員）

人権侵犯事
件：17,391件
相談：651,093
件

Ｎ．Ａ． HP、パンフレ
ット等

政府予算 無料
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の出
先機
関、民
間ボ
ランテ
ィアで
ある
人権
擁護
委員）

的な手法

日本土地家
屋調査士会
連合会による
境界問題相
談センター

民間
団体
型（一
部の
土地
家屋
調査
士会
（東
京・大
阪・名
古屋）
にお
いて
試行
中）

法務
省

平成
13年
（試行
中）

土地の境界
に関する問
題及び不動
産の調査・測
量及び表示
の登記に関
する事案

相談・調査・
鑑定

土地家屋調
査士

Ｎ．Ａ． Ｎ．Ａ． HP、機関誌、
パンフレット
等

土地家屋調
査士会の拠
出及び手数
料収入

有料
（調査・
測量・
鑑定を
要する
場合は
実費負
担）

文化庁・著作
権紛争解決
あっせん委員

行政
型（著
作権
法）

文部
科学
省

昭和
46年

著作権等に
関する紛争

斡旋 委員（3名以
内）を、学識
経験者のうち
から、事件ご
とに文化庁長
官が委嘱（委
員が複数名
の場合、委員
互選により委
員長を定め

３件 約半年～1年
半

なし 政府予算 有料
（46,000
円）
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る）

都道府県労
働局総合労
働相談コーナ
ー

行政
型（個
別労
働関
係紛
争の
解決
の促
進に
関す
る法
律）

厚生
労働
省

平成
13年

個別労働関
係紛争をはじ
め、労働問題
に関するあら
ゆる相談

相談 相談員 121,330件（こ
のうち、個別
労働紛争に
係る相談件
数は20,470
件）(平成13
年10月～12
月)

Ｎ．Ａ． ＨＰ、パンフレ
ット等による
制度紹介。運
用状況を定
期的に公開
予定

政府予算 無料

都道府県労
働局長による
助言・指導

行政
型（個
別労
働関
係紛
争の
解決
の促
進に
関す
る法
律）

厚生
労働
省

平成
13年

個別労働関
係紛争（男女
雇用機会均
等法第１２条
に規定する
紛争等を除
く。）

助言・指導 都道府県労
働局長

411件(平成
13年10月～
12月)

Ｎ．Ａ． ＨＰ、パンフレ
ット等による
制度紹介。運
用状況を定
期的に公開
予定

政府予算 無料

紛争調整委
員会によるあ
っせん

行政
型（個
別労
働関
係紛
争の
解決
の促
進に
関す
る法

厚生
労働
省

平成
13年

個別労働関
係紛争（男女
雇用機会均
等法第１２条
に規定する
紛争等を除
く。）

あっせん 紛争調整委
員会（委員
は、都道府県
労働局ごとに
３～１２名。学
識経験者のう
ちから厚生労
働大臣が任
命。）

308件(平成
13年10月～
12月) 

Ｎ．Ａ． ＨＰ、パンフレ
ット等による
制度紹介。運
用状況を定
期的に公開
予定

政府予算 無料
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律）

都道府県労
働局長による
助言・指導・
勧告

行政
型（男
女雇
用機
会均
等法）

厚生
労働
省

昭和
61年

男女雇用機
会均等法第5
条から8条に
関する措置
についての
事業主と女
性労働者の
間の紛争

助言、指導、
勧告

都道府県労
働局長（昭和
61年当時は
都道府県婦
人少年室長、
9年10月から
都道府県女
性少年室長、
12年4月から
都道府県労
働局長）

98件 Ｎ．Ａ． リーフレットに
よる制度紹
介、受理件数
等の年度ごと
の公表

政府予算 無料

紛争調整委
員会による調
停

行政
型（男
女雇
用機
会均
等法）

厚生
労働
省

昭和
61年

男女雇用機
会均等法第6
条から8条に
関する措置
についての
事業主と女
性労働者の
間の紛争

調停 紛争調整委
員会の委員
のうちから会
長があらかじ
め氏名する３
人の調停委
員

3件 Ｎ．Ａ． 受理件数等
を年度ごとに
公表

政府予算 無料

労働委員会
（中央労働委
員会）

行政
型

厚生
労働
省

昭和
21年

不当労働行
為、労働争議
等労使間の
集団的紛争
（集団的労使
紛争）

不当労働行
為：命令 
労働争議：斡
旋、調停、仲
裁

不当労働行
為：公益委員
労働争議：斡
旋は斡旋員、
調停は調停
委員会（公労
使三者構成。
労使代表は
同数）、仲裁
は仲裁委員
会（公益委員
又は特別調
整委員の中
から労働委
員会会長が3
名を指名）

不当労働行
為：再審新規
申立64件労
働争議：新規
37件

不当労働行
為：再審1,675
日 
労働争議：斡
旋71.4日、調
停12.5日、仲
裁29.0日

ＨＰ、年報に
より事件数等
を公表

政府予算（中
央）

無料
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労働委員会
（都道府県）

行政
型

厚生
労働
省

昭和
21年

不当労働行
為、労働争議
等労使間の
集団的紛争
（集団的労使
紛争）

不当労働行
為：命令 労
働争議：斡
旋、調停、仲
裁

不当労働行
為：公益委員
労働争議：斡
旋は斡旋員、
調停は調停
委員会（公労
使三者構成。
労使代表は
同数）、仲裁
は仲裁委員
会（公益委員
又は特別調
整委員の中
から労働委
員会会長が3
名を指名）

不当労働行
為：初審新規
申立384件 
労働争議：新
規576件

不当労働行
為：初審642
日 
労働争議：斡
旋48.8日、調
停30.4日、仲
裁47.5日

ＨＰ、年報に
より事件数等
を公表

都道府県予
算

無料

労働委員会
（都道府県）

行政
型

厚生
労働
省

平成
13年
以降

個別労働関
係紛争（ただ
し全都道府
県で実施して
いるものでは
なく、各都道
府県の判断
により実施。
平成14年１月
現在で26都
道府県が実
施。）

あっせん あっせん員
（地方労働委
員会公益委
員、労働者委
員、使用者委
員、事務局職
員等）

制度が施行
されて１年未
満なので統
計は未集計

制度が施行
されて１年未
満なので統
計は未集計

ＨＰ、機関誌
等

都道府県予
算

無料

農業委員会、
都道府県知
事

行政
型（農
地法）

農林
水産
省

昭和
45年
（農地
法の
一部
改正）

農地又は採
草放牧地の
利用関係の
紛争(農地法
第43条の2、
43条の5）

仲介 農業委員会
（会長が指名
した3人の仲
介委員）、都
道府県知事
（知事が指定
した場合は、
指定を受けた

464件（農業
委員会455
件、都道府県
知事9件）

Ｎ．Ａ． 非公開 政府予算 無料
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小作主事又
は職員）

都道府県知
事又は農林
水産大臣に
よるあっせ
ん・調停

行政
型（酪
農及
び肉
用牛
生産
の振
興に
関す
る法
律）

農林
水産
省

昭和
34年

生乳等取引
契約に関す
る紛争（酪農
及び肉用牛
生産の振興
に関する法
律第20条～
第24条）

斡旋、調停 都道府県知
事農林水産
大臣（法第24
条）

0件（累計） Ｎ．Ａ． Ｎ．Ａ． Ｎ．Ａ． Ｎ．Ａ．

都道府県農
業共済保険
審査会

行政
型

農林
水産
省

昭和
22年

農業災害補
償制度に基
づく保険に関
する事項につ
いて（農業災
害補償法第
143条の2）

審査 各都道府県
知事（会長）、
各都道府県
の局部長3
名、農業共済
組合の組合
員又は共済
事業を行う市
町村との間に
農作物共済
等の共済関
係の存する
者3名、学識
経験者3名

なし（昭和46
年に1度開
催）

Ｎ．Ａ． 非公開 都道府県予
算

無料

都道府県知
事又は農林
水産大臣に
よる裁定

行政
型（土
地改
良法）

農林
水産
省

昭和
59年

土地改良区
又は土地改
良区連合に
よる土地改良
施設の他用
途施設との
兼用に関す
る関係者との
協議が不調

裁定 都道府県、農
林水産省（地
方農政局を
含む。）

国：0件 
都道府県：国
としては統計
を行っていな
い

国：統計なし 
都道府県：国
としては統計
を行っていな
い

国：なし 
都道府県：国
としては把握
していない

都道府県予
算、政府予算

国：無
料都道
府県：
国とし
ては把
握して
いない
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の場合（土地
改良法第56
条）

農協共済仲
裁委員会

民間
団体
型（全
国共
済農
業協
同組
合連
合会
の内
部に
設置）

農林
水産
省

平成2
年

農協共済契
約又は再共
済契約に関
する紛争

仲裁 仲裁委員（大
学教授、弁護
士、医師等の
学識経験者
で構成）

0件 Ｎ．Ａ． 非公開 全国共済連
の事業費

有料
(委員
日当
(5,000
円×出
席委員
数×開
催日
数)を当
事者双
方で
1/2ず
つ負
担)

都道府県農
業協同組合
中央会全国
農業協同組
合中央会

民間
団体
型

農林
水産
省

昭和
29年

農業協同組
合及び農業
協同組合連
合会に関す
る紛争（農業
協同組合法
第73条の22
第1項第4号）

調停 中央会会長 0件 Ｎ．Ａ． Ｎ．Ａ． 会員からの
賦課金

無料

（社）ジェイエ
イバンク支援
協会・全国Ｊ
Ａバンク相談
所

民間
団体
型（公
益法
人）

農林
水産
省・金
融庁
（共
管）

平成
13年

農協系統金
融機関の取
引等に関す
る紛争

苦情処理、相
談

協会職員 36件（平成13
年度第1～第
3四半期）

Ｎ．Ａ． 非公開 会費 無料

森林共済仲
裁委員会

民間
団体
型

農林
水産
省

平成７
年

森林災害共
済契約に関
する紛争

仲裁 仲裁委員（大
学教授、弁護
士等の学識
経験者で構

0件（累計） Ｎ．Ａ． 特に行ってい
ない

全国森林組
合連合会の
事業費

有料
（委員
手当等
を当事
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成） 者双方
で負
担）

日本商品先
物取引協会

民間
団体
型（商
品取
引所
法の
認可
法人
内に
設置）

農林
水産
省・経
済産
業省
（共
管）

平成
11年

商品先物市
場における取
引の受託に
関する紛争

苦情処理、相
談、斡旋、調
停

あっせん・調
停委員会は、
弁護士、法律
学者等の学
識経験者で
構成。斡旋は
1名、調停は3
名又は5名
（申出金額に
よる）。

斡旋：65件（う
ち調停移行
は11件）苦情
処理：371件

斡旋：約6ヶ
月 
調停：約4ヶ
月

契約者への
事前書面交
付。HP、新聞
広告への掲
載、消費者セ
ンターとの情
報交換

会員企業か
らの会費収
入

無料

経済産業省・
商務情報政
策局 消費経
済部 消費経
済対策課 消
費相談室

行政
型（経
済産
業省
組織
規則
に基
づき
設置）

経済
産業
省

昭和
50年

経済産業省
が所管する
一般消費者
の利益の保
護に関する
法令及び物
資、役務に関
する消費者
相談

苦情処理、相
談

相談員（消費
生活アドバイ
ザー）

9,840件 Ｎ．Ａ． HP、消費者
相談報告書
等

政府予算 無料

(社)国際商事
仲裁協会

民間
団体
型（公
益法
人）

経済
産業
省

昭和
28年

国際・国内商
事紛争

仲裁（他に外
国企業から
の苦情処理
も実施）

仲裁人（資格
要件はない。
弁護士、大学
教授が多い
が、実業家の
場合もあ
る。）

9件 約1年半 ＨＰ、機関
誌、フォーラ
ム、説明会等

手数料収入
他

有料
（仲裁
料金及
び仲裁
人報償
金）

化学製品ＰＬ
相談センター

民間
団体
型（公
益法
人で
ある

経済
産業
省

平成7
年

化学製品（化
粧品、医薬
品、建材等を
除く、日常生
活用品及び
中間原料、汎

苦情処理、相
談、斡旋

センター職員 864件（事故・
品質関連226
件）

Ｎ．Ａ． ＨＰ、活動状
況報告書等

(社)日本化学
工業協会か
らの拠出金

無料
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(社)日
本化
学工
業協
会内
に設
置）

用化学品）

ガス石油機
器ＰＬセンタ
ー

民間
団体
型

経済
産業
省

平成7
年

ガス石油機
器等の紛争

苦情処理、相
談、斡旋、裁
定

弁護士（法律
関係）、工学
博士・技術士
（技術関係）、
消費生活アド
バイザー（消
費者問題関
係）

総計：2,645件
相談：2,525件 
品質クレー
ム：50件事
故：76件

約2ヶ月（斡
旋、裁定）

一般誌、機関
誌、インフォメ
ーション（月
次報告書）等

関係団体（日
本ガス石油
機器工業会、
日本厨房工
業会）の拠出
金

無料

家電製品ＰＬ
センター

民間
団体
型（公
益法
人で
ある
(財)家
電製
品協
会内
に設
置）

経済
産業
省

平成7
年

家電製品の
製造物責任
関連事故等
に関する紛
争

苦情処理、相
談、斡旋、裁
定

審査会（弁護
士、消費者、
学識経験者、
有識者、技術
者等で構成）

1,555件（うち
斡旋18件、相
対交渉75件）

裁定：約5ヶ
月 
斡旋：約2ヶ
月/td> 

年次報告書 
インフォメー
ション（月次
報告書）、ＨＰ
等

関係団体か
らの拠出金

無料
（裁定
は
10,000
円）

(財)自動車製
造物責任相
談センター

民間
団体
型（公
益法
人）

経済
産業
省

平成7
年

自動車等の
製造物責任
等に関する
紛争

苦情処理、相
談、斡旋、調
停

審査委員会
は、弁護士、
大学教授（法
学、工学）、
消費生活アド
バイザーによ
り構成

苦情相談
2,742件 
審査申立2件

約2ヶ月（審
査手続）

活動状況報
告書等

運用財産（関
連企業、団体
からの寄付）

無料
（審査
手続は
5,000
円）

消費生活用 民間 経済 平成7 消費生活用 苦情処理、相 判定会は、法 相談：885件 約3ヶ月半 活動状況報 製品安全協 無料
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製品ＰＬセン
ター

団体
型（公
益法
人で
ある
(財)製
品安
全協
会内
に設
置）

産業
省

年 製品の製造
物責任関連
事故等に関
する紛争

談、斡旋、調
停

律関係、技術
関係、消費者
問題関係の
有識者よりそ
れぞれ1名以
上

調停：4件 （調停） 告（PLセンタ
ーダイジェス
ト）等

会からの拠
出

（調停
は
10,000
円）

生活用品ＰＬ
センター

民間
団体
型（公
益法
人で
ある
(財)生
活用
品振
興セ
ンター
内に
設置）

経済
産業
省

平成7
年

生活用品全
般の製造物
責任関連事
故等に関す
る紛争

苦情処理、相
談、斡旋、調
停

法律関係、技
術関係、消費
者問題関係
の有識者より
構成

相談：784件 
斡旋：1件

約3ヶ月 事例の公表
(プライバシー
には配慮）等

(財)生活用品
振興センター
からの拠出

調停
は、相
談申込
者、製
造者双
方より
各5,000
円

玩具ＰＬセン
ター

民間
団体
型（公
益法
人で
ある
(社)日
本玩
具協
会内
に設
置）

経済
産業
省

平成7
年

玩具の製造
物責任関連
事故に関す
る苦情・相談
対応

苦情処理、相
談、斡旋

事務職員 70件 約1ヶ月 代表的事例
（プライバシ
ー配慮）につ
いての報告
書

（社）日本玩
具協会から
の拠出

無料
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日本化粧品
工業連合会Ｐ
Ｌ相談室

民間
団体
型

経済
産業
省

平成7
年

化粧品に係
るＰＬ関連事
項

苦情処理、相
談

連合会（東
京、近畿、中
部の工業会）
職員

苦情：１６件
要望、相談、
質問：３５件

即答ないし短
期間

受付状況報
告書等

連合会（東
京、近畿、中
部の工業会）
予算

無料

(財)日本消費
者協会

民間
団体
型（公
益法
人）

経済
産業
省

昭和
36年

消費生活に
関する紛争

相談 相談員（消費
生活コンサル
タント）

2,075件 Ｎ．Ａ． HP、月刊誌
等

政府予算、事
業収入（出
版、視聴覚事
業等）他

無料

(財)日本産業
協会

民間
団体
型（公
益法
人（特
定商
取引
法上
の指
定法
人））

経済
産業
省

大正
10年

特定商取引
に関する紛
争

相談 相談員（消費
生活アドバイ
ザー）

195件 Ｎ．Ａ． ＨＰ、パンフレ
ット等

政府予算、賛
助会費収入、
事業収入（試
験関係収入
等）他

無料

(社)日本消費
生活アドバイ
ザー・コンサ
ルタント協会

民間
団体
型（公
益法
人）

経済
産業
省

昭和
63年

消費生活に
関する紛争

相談 相談員（消費
生活アドバイ
ザー及び消
費生活コンサ
ルタント）

1,564件 Ｎ．Ａ． ＨＰ、活動状
況報告書等

正会員会費
収入、賛助会
員会費収入
他

無料

(財)日本クレ
ジットカウン
セリング協会

民間
団体
型（公
益法
人）

経済
産業
省

昭和
62年

多重債務に
関する紛争

相談、カウン
セリング

カウンセラー
(弁護士、消
費生活ｱドﾞﾊﾞ
ｲｻﾞｰ)

4,946件 約3ヶ月（介
入通知から
弁済計画の
作成・提示ま
で）

ＨＰ、活動状
況報告書等

クレジット関
連団体から
の賛助会費
他

無料

(社)日本訪問
販売協会

民間
団体
型（公
益法
人（特

経済
産業
省

昭和
55年

訪問販売等
に係る紛争

苦情処理、相
談

弁護士、消費
生活アドバイ
ザー

6,618件 Ｎ．Ａ． ＨＰ、機関誌 運用財産（加
盟企業の会
費）

無料
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定商
取引
法に
規
定））

(社)日本通信
販売協会

民間
団体
型（公
益法
人（特
定商
取引
法上
に規
定））

経済
産業
省

昭和
58年

通信販売に
関する苦情
処理

苦情処理、相
談

消費生活アド
バイザー、消
費生活コンサ
ルタント等専
門の資格を
有する相談
員6名、顧問
弁護士

3,737件 Ｎ．Ａ． ＨＰ、活動状
況報告書等

運用財産（加
盟企業の会
費）

無料

(社)日本テレ
マーケティン
グ協会

民間
団体
型（公
益法
人）

経済
産業
省・総
務省
（共
管）

平成9
年

電話勧誘販
売等に係る
苦情処理

苦情処理、相
談

協会職員 173件 Ｎ．Ａ． パンフレット、
機関誌

運用財産（加
盟企業の会
費）

無料

(社)全国信販
協会

民間
団体
型（公
益法
人）

経済
産業
省

昭和
33年

割賦販売に
関する紛争

相談 消費生活アド
バイザー

779件 Ｎ．Ａ． 機関誌、雑
誌、ＨＰ等

協会予算 無料

(社)日本クレ
ジット産業協
会

民間
団体
型（公
益法
人）

経済
産業
省

昭和
42年

割賦販売に
関する紛争

相談 消費生活アド
バイザー

2,018件 Ｎ．Ａ． パンフレット、
ＨＰ等

協会予算 無料

商工会議所 民間
団体
型（商
工会

経済
産業
省

昭和
28年

商事取引紛
争

窓口相談、
（社）国際商
事仲裁協会
への委託に

窓口相談は
主に弁護士
等の専門家
が対応。仲裁

Ｎ．Ａ． Ｎ．Ａ． 中小企業相
談所、専門相
談窓口にお
ける情報提

商工会議所
予算及び当
事者からの
手数料

各地商
工会議
所ごと
によっ
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議所
法に
基づく
認可
法人）

よる斡旋、調
停、仲裁等

等は委託契
約に基づき、
国際商事仲
裁協会へ処
理を依頼する
こともあり

供等 て異な
る

（社）日本広
告審査機構

民間
団体
型（公
益法
人）

公正
取引
委員
会・経
済産
業省
（共
管）

昭和
49年

広告・表示に
関する苦情
処理

苦情処理・相
談

協会職員及
び業務委員
会（広告関係
者で構成）、
審査委員会
（学識経験者
で構成）

6,345件 Ｎ．Ａ． 概要はパンフ
レット、事業
報告書。詳細
はＨＰ、事例
集（会員限
定）

会員企業か
らの会費収
入

無料

日本知的財
産仲裁センタ
ー

弁護
士会
型（日
弁連
と弁
理士
会の
共同
事業。
法人
格な
し）

経済
産業
省（弁
理士
法で
弁理
士に
関す
る業
務認
可部
分の
み）

平成
10年

知的財産に
関する紛争
(インターネッ
トのJPドメイ
ン名登録に
関する紛争
は平成12年
10月より着
手）

相談（平成12
年4月開始）、
調停、仲裁、

弁護士、弁理
士、学識経験
者（調停・仲
裁人のうち1
名は必ず弁
護士。相談は
弁護士、弁理
士が、単独又
は共同して対
応）       
JPドメイン名
紛争処理に
ついては、弁
護士、弁理
士、学識経験
者から構成さ
れるパネリス
ト

5件 約4ヶ月 ＨＰ、講師派
遣、機関誌へ
の寄稿、シン
ポジウム等

日弁連、日本
弁理士会か
らの拠出、手
数料収入

有料
（申立
手数料
5万円、
期日手
数料3
万円、
解決額
に応じ
た成立
手数
料、JP
ドメイン
名紛争
に関し
てはパ
ネリス
ト1名18
万円、3
名36万
円）

国土交通大 行政 国土 昭和 災害補償の 審査、仲裁 国土交通大 ０件 Ｎ．Ａ． なし 政府予算 無料
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臣による審
査、仲裁

型（船
員法）

交通
省

12年 実施に関す
る紛争

臣

国土交通大
臣によるあっ
せん

行政
型（船
員法）

国土
交通
省

昭和
12年

船舶所有者
及び船員の
間に生じた労
働関係に関
する紛争

あっせん 国土交通大
臣

０件 Ｎ．Ａ． なし 政府予算 無料

地方運輸局
長等による助
言・指導・勧
告

行政
型（男
女雇
用機
会均
等法）

国土
交通
省

昭和
61年

男女雇用機
会勤労法第５
条から８条に
関する措置
についての
事業主と女
性労働者の
間の紛争

助言・指導・
勧告

地方運輸局
長等

０件 Ｎ．Ａ． なし 政府予算 無料

地方運輸局
長等による助
言・指導

行政
型（個
別労
働関
係紛
争法）

国土
交通
省

平成
13年

労働条件そ
の他労働関
係に関する
事項につい
ての個々の
求職者と事
業主との間
の紛争

助言・指導 地方運輸局
長等

報告なし（施
行されてから
約３ヶ月）

Ｎ．Ａ． なし 政府予算 無料

船員労働委
員会

行政
型

国土
交通
省

昭和
21年

船員に係る
不当労働行
為、労働争議
等労使間の
紛争

不当労働行
為：命令 
労働争議：斡
旋、調停、仲
裁男女雇用
機会均等法
の紛争：調停
個別労働関
係紛争：あっ
せん

不当労働行
為：公益委員
労働争議：斡
旋は斡旋員、
調停は調停
委員会（公労
使三者構成。
労使代表は
同数）、仲裁
は仲裁委員
会（公益委員
の中から船

不当労働行
為：初審新規
申立１件、再
審新規申立０
件 
労働争議：新
規１件 
男女雇用機
会均等法の
紛争：０件 
個別労働関
係紛争：０件

不当労働行
為：約３年 
労働争議：約
半月

HP、パンフレ
ット、リーフレ
ット等による
制度紹介

政府予算 無料
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労委会長が３
名を指名） 
男女雇用機
会均等法の
紛争：女子船
員機会均等
調停委員会
（公益委員の
中から船労
委会長が３名
を指名） 
個別労働関
係紛争：あっ
せん委員（公
益委員の中
から船労委
会長が３名を
指名）

（平成12年10
月から開始）

中央建設工
事紛争審査
会

行政
型（建
設業
法）

国土
交通
省

昭和
31年

建設工事の
請負契約に
関する紛争

斡旋、調停、
仲裁

委員及び特
別委員は、人
格が高潔で
識見の高い
者のうちか
ら、国土交通
大臣が任命。
原則として、
斡旋は1名、
調停・仲裁は
3名（仲裁委
員のうち1名
は弁護士有
資格者）。委
員：15名、特
別委員：140
名（平成14年
1月現在）

39件 斡旋：3ヶ月
程度調停：10
ヶ月程度 
仲裁：1年6ヶ
月程度

リーフレット、
ＨＰ、手引書
等受理件数
等の四半期
ごとの公表

手数料収入、
政府予算(委
員手当、交通
費等）

有料
（求め
る価額
に応じ
た申請
手数
料、手
続費用
は当事
者負
担）
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（財）自賠責
保険・共済紛
争処理機構

民間
団体
型（公
益法
人（自
賠法
上の
指定
を予
定））

国土
交通
省・金
融庁
（共
管）

平成
13年

交通事故に
よる自賠責保
険の保険金
支払等に係
る紛争

調停 紛争処理委
員（弁護士、
医師、学識経
験者等で構
成）

Ｎ．Ａ． Ｎ．Ａ． 非公開 政府予算、運
用財産

無料

（社）日本旅
行業協会

民間
団体
型（公
益法
人）

国土
交通
省

昭和
34年

旅行業者等
が取り扱った
旅行業務に
関する苦情

苦情処理・相
談

消費者相談
室（相談員５
名により構
成）

苦情処理：12
件 
相談：2,234件

苦情処理：平
均４ヶ月 
相談：随時

事業報告書 旅行会社の
会員会費

無料

（社）全国旅
行業協会 

民間
団体
型（公
益法
人）

国土
交通
省

昭和
40年

旅行業者等
が取り扱った
旅行業務に
関する苦情

苦情処理・相
談

協会職員（苦
情弁済担当
部長）

苦情処理：
137件 
相談：166件

苦情処理：平
均３ヶ月 
相談：随時

仲裁統計年
報にて処理
状況を公表

協会予算 無料

(財)日弁連交
通事故相談
センター

民間
団体
型（公
益法
人）

国土
交通
省

昭和
42年

交通事故に
関する民事
上の紛争

相談、斡旋、
審査（約定に
より再共済連
等は評決に
拘束）

弁護士 相談：31,649
件（うち示談
斡旋2,070件）

約2ヶ月（示
談斡旋）

タウンペー
ジ、タウン
誌、ＨＰ等

政府予算、日
弁連からの
寄付、共済等
5団体からの
事務委託費、
施設運用費

無料

(社)日本海運
集会所

民間
団体
型（公
益法
人）

国土
交通
省

昭和8
年

国際・国内海
事関連の紛
争

相談、斡旋、
調停、仲裁

仲裁人は、関
係業界の役
職員、弁護
士、大学教授

仲裁：15件 
相談：約900
件

11ヶ月（仲
裁）

HP、機関誌、
仲裁判断全
集等

会費、手数
料、刊行物収
入等

斡旋、
調停、
仲裁
は、有
料（仲
裁の場
合、請
求金額
に応じ
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た仲裁
費用納
付金）

(財)不動産適
正取引推進
機構（特定紛
争処理）

民間
団体
型（公
益法
人）

国土
交通
省

昭和
59年

不動産取引
に関する紛
争

調整、仲裁 委員（30名以
内）は、弁護
士、建築士、
不動産鑑定
士、公認会計
士並びに法
律、土木、建
築、不動産等
の分野の学
者・技術者。
調整及び仲
裁は弁護士
を含む3名又
は2名

5件 約4ヶ月 機関誌「ＲＥＴ
ＩＯ」（プライバ
シーに配慮）

運用財産（関
係団体等か
らの寄付及
び会費）

無料

指定住宅紛
争処理機関

民間
団体
型（住
宅品
確法
の規
定に
より、
国土
交通
大臣
が公
益法
人又
は弁
護士
会の
中か
ら指

国土
交通
省

平成
12年
（51弁
護士
会）

住宅品質確
保促進法に
基づく建設住
宅性能評価
書が交付さ
れた住宅（評
価住宅）の建
設工事の請
負契約又は
売買契約に
関する紛争

あっせん、調
停、仲裁

委員（10名以
上）を弁護士
会会長が選
任。斡旋、調
停、仲裁とも
に3名以内（う
ち1名は弁護
士）

0件 統計なし（6ヶ
月を目標）

ＨＰ、パンフレ
ット、政府広
報、年報

住宅紛争処
理支援センタ
ーからの助
成金（指定住
宅性能評価
機関からの
負担金等）及
び申請手数
料

有料
（申請
手数料
10,000
円）
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※１ 原則として、民-民間の紛争を取り扱う機関を対象に、事務局で入手した範囲の情報に基づいて作成したものであり、すべてのＡＤＲを網羅する
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定）

13弁護士会
（14センター）
の仲裁センタ
ー

弁護
士会
型(各
弁護
士会
ごとに
会則
により
設立）

 第１号
（第二
東京
弁護
士会
仲裁
センタ
ー）は
平成2
年

特段の限定
なし

あっせん、仲
裁

（第二東京弁
護士会仲裁
センターの場
合）10年以上
の弁護士経
験者、学識経
験者・裁判実
務に精通す
る者

(14センター
合計)874件

(14センター
平均)99日(平
均審理回数
3.5回)

仲裁統計年
報で処理件
数等を公表。
他に紛争解
決事例集、利
用ｶﾞｲﾄﾞ、パン
フレット、Ｈ
Ｐ、仲裁セン
ターだより等

弁護士会予
算、手数料収
入

(二弁
の場
合)有
料（申
立手数
料：
10,000
円、期
日手数
料：各
当事者
より
5000
円、成
立手数
料は解
決額に
応じて
基準に
より算
定）
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裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律（概要） 

 

紛争の解決を図るのにふさわしい手続を選択することを容易にし、国民の権利

利益の適切な実現に資することを目的に、裁判外紛争解決手続についての基本理

念等を定めるとともに、民間紛争解決手続（民間事業者が行ういわゆる調停・あ

っせん）の業務に関し、認証の制度を設け、併せて時効の中断等に係る特例を定

めてその利便の向上を図る。 

 

第１  基本理念等 

 

裁判外紛争解決手続に関し、その基本理念（公正かつ適正な実施等）及び国

等の責務（国民の理解の増進等）について定める。 

 

第２  民間紛争解決手続の業務の認証制度 

 

１  認証 

  (1) 和解の仲介（いわゆる調停・あっせん）の業務を行う民間の紛争解決事業

者は、申請により、その業務の適正性を確保する観点から必要とされる一定

の要件に適合するものであることにつき、法務大臣の認証を受けることがで

きる。 

 

  (2) 法務大臣は、認証に当たり、認証審査参与員（民間紛争解決手続に関する

専門的な知識経験を有する者のうちから法務大臣が任命）から意見聴取を行

う等所要の手続を経る。 

 

２  利用者への選択の目安の提供 

  (1) 認証を受けた紛争解決事業者（認証紛争解決事業者）は認証を受けている

旨及び業務に関する一定の情報の提供を行うものとするとともに、法務大臣

はこれらの情報を公表できるものとし、利用者の選択の利便に資するように

する。 

 

  (2) 認証紛争解決事業者でない者は認証を受けていると誤認されるおそれのあ

る表示をしてはならない。 

 

３  法律上の効果の付与等 

  (1) 時効の中断 

認証を受けた紛争解決手続（認証紛争解決手続）の終了後 1 か月以内に訴

訟手続に移行する等一定の要件を満たす場合には、認証紛争解決手続におけ

る請求時に遡って時効中断の効力が発生する。 

 

  (2) 訴訟手続の中止 

当事者間に認証紛争解決手続によってその紛争の解決を図る旨の合意が

あり、当事者の共同の申立てがある等の一定の要件を満たす場合には、受訴

裁判所は、一定の期間を定めて訴訟手続を中止することができる。 
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  (3) 調停の前置に関する特則 

訴え提起前に裁判所の調停を経なければならない事件のうち一定のもの

について、訴えの提起前に認証紛争解決手続を経ている等一定の要件を満た

す場合には、原則として、調停の前置を要しない。 

 

  (4) その他 

認証紛争解決事業者（手続実施者を含む。）は、認証紛争解決手続の業務

を行うことに関し、報酬を受けることができる。 

 

４  認証の基準等 

(1) 認証の基準 

①  業務対象となる紛争範囲に応じて適切な手続実施者（いわゆるあっせん

人・調停人）を選任するための方法、手続実施者が紛争当事者と利害関係

を有する場合等にその手続実施者を排除するための方法、弁護士でない者

が手続実施者となる場合の弁護士の関与に関する措置等を定めているこ

と等その業務が一定の基準に適合すること。 

②  ①の業務を行うのに必要な知識・能力、経理的基礎を有すること。 

 

(2) 欠格事由 

暴力団員等一定の事由に該当する者は認証を受けることができない。 

 

５  認証紛争解決事業者の義務 

認証紛争解決事業者は、暴力団員等を業務の補助者等として使用してはなら

ない。また、利用申込み者に手続実施者の選任に関する事項等を説明するとと

もに、実施した手続に関し所要の事項を記載した書類を作成・保存しなければ

ならない。 

 

６  報告等 

(1) 認証紛争解決事業者は、事業年度ごとに、事業報告書等一定の書類を作成

し、法務大臣に提出しなければならない。 

 

(2) 認証紛争解決業務の適正な運営を確保するため、法務大臣は、一定の要件

の下で、認証紛争解決事業者に対して、報告の徴求、検査、業務に関し必要

な措置をとるべき旨の勧告・命令、認証の取消しを行う。 

なお、法務大臣は、報告の徴求等に当たっては、利用者との信頼関係に基

づいて成り立つものであること等民間紛争解決手続の業務の特性に配慮し

なければならない。 

 

７  その他 

公布の日（平成１６年１２月１日）から２年６か月を超えない範囲内で政令

で定める日から施行する。 
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